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マルチメディアストリーミング配信サーバにおける
ネットワーク情報活用型レート制御方式

尾 上 裕 子† 萩 野 浩 明† 渥 美 幸 雄†

高 橋 修† 駒 木 寛 隆††

串 田 高 幸†† 山 内 長 承†††

本研究では，高速化する次世代移動通信網でのストリーミング配信サーバにおいて，エンドツーエ
ンド型の受信情報と移動網からのネットワーク情報の両者を総合的に判断した効果的なレート制御
方式を提案する．また，提案方式をWindows上のモバイル QoSシステムに組み込み実装を行った．
IMT-2000ネットワークシミュレータ装置を用いた評価実験では，チャネルレート変動時，エラー率
設定時のそれぞれにおけるパケットロス数，帯域使用率の点から，ネットワーク情報活用型の方がエ
ンドツーエンド型より優位であることが分かった．さらに，再送制御や在圏・圏外制御などのモバイ
ルストリーミングシステムに不可欠な制御において，ネットワーク情報活用型と併用した方が効果が
高いことが明らかになった．
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This study proposes effective rate controls regarding both end-to-end receiver’s reports and
intermediate network information for streaming delivery systems on the next generation mo-
bile communication networks. Moreover, the proposed method has been implemented in our
mobile QoS systems on Windows. As the results of evaluation experiments with IMT-2000
network simulator, rate control with the network information is superior to the end-to-end
types in terms of the number of packet loss and bandwidth usage at the specified channel
and error rates. Moreover, cooperative ways with network information is more effective for
retransmission and session controls which is indispensable for mobile streaming systems.

1. は じ め に

近年，インターネットの普及と情報通信網の高速化・

広帯域化により，VoD（ビデオ・オン・デマンド）やビ

デオストリーミング配信などのマルチメディアアプリ

ケーションの利用が急増している．さらにモバイル通

信においても，モバイルインターネットの普及に加え，

IMT-2000 1)やMMAC（Multimedia Mobile Access

Communication System）2)などの次世代移動通信技
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術の確立により，高速モバイルアクセスを利用したマ

ルチメディアサービスへの要求がますます高まってい

る．特に IMT-2000においては最大 384 kbpsの高速

パケット通信速度を提供するため，IMT-2000を通信

インフラとした音楽・映像配信サービスが今後期待さ

れる．ここでマルチメディア配信技術に関する研究動

向として論文 3)では，分散マルチメディアシステム

全般の QoSサポートについての総論が述べられてお

り，QoS制御のメカニズムとそれを取り巻く QoSフ

レームワークが示されている．さらにこれまで開発さ

れた 10のマルチメディアシステムを，QoS制御機能

の統合化・機能分担・透過性・実時間性とパフォーマン

スの点から評価している．しかし，ワイヤレスネット

ワーク環境においては有線網とネットワーク特性が大

きく異なるため，モビリティの観点からQoSフレーム
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ワークをとらえなおす必要があると考える．ここでモ

バイル QoSに関して 3GPPでは，エンドツーエンド

マルチメディアサービスを会話，ストリーミング，イ

ンタラクティブ，バッググラウンドの 4つの QoSク

ラスに分類している4),5)．そのうえで，ベアラサービ

スに必要な基本的サービス機能と共通化されたアプリ

ケーションインタフェース，ユーザ端末上の実行環境

などについて標準化を行っている．これらの標準化動

向をふまえ，我々は今後需要が高まることが予想され

るモバイル映像配信をサービスターゲットとした．こ

の映像配信をダウンロード型でなくストリーミング型

とすることにより，移動機の記憶容量を大きくするこ

となくユーザの待ち時間が小さくできるが，ある程度

のリアルタイム性を要求される．このため通信プロト

コルについては，連続メディアのストリーミング配信

を RTP（Realtime Transport Protocol）6)/UDP/IP

上で行い，ストリーミングセッション制御のプロト

コルには RTSP（Realtime Transport Session Pro-

tocol）7),8)を使用する．また，メディア符号化技術と

しては，MPEG-4 AAC（Advanced Audio Coding）

（音楽），MPEG-4（映像）などをサポートし，RTPペ

イロードフォーマットは IETFの規定に従うこととし

た．現在 IETFでは，RTPの仕様の検討と MPEG-

4 や AMR をはじめとした各メディアのペイロード

フォーマットの決定作業が進められている9)．これら

のインターネット標準となる通信プロトコルの利用に

加え，移動透過性をQoSシステム全体で満足するよう

な仕組みが必要となる10),11)．また，これら既存の研

究はサーバ—クライアント間のエンドツーエンドネッ

トワーク状況をつねに把握し，QoS 制御を行ってい

る．一方，ネットワーク上の中継ノードからの帯域使

用量・バッファ量などのネットワーク状況を送信側に

通知する方式も提案されている12),13)．この方式では，

送信ノードと受信ノード間にトラヒック監視用ルータ

を設け，本ルータが輻輳状態を送信側にフィードバッ

クし，通知内容に基づいて送信ノードに近いルータ

でトラヒック制御を行う．これにより，エンドツーエ

ンド通信の中継経路となる網にトラヒックが流れ込む

前に流量制限をかけ，ボトルネックになりやすい網の

輻輳を事前に回避することが可能となる．しかし，こ

の方式は網内に閉じたトラヒック制御となり，エンド

ノードの QoS制御とは独立に機能する．さらに，移

動網の特性を考慮されていない．そのため，たとえば

在圏・圏外などのセッション制御や再送転送など，モ

バイルストリーミング配信技術に不可欠な機能と上記

のようなトラヒック制御の関連性も考慮されていない．

そこで我々は，無線リンク環境における移動特性の動

的変化に対し，適応的に動作するストリーミング配信

技術の観点から，中継ノードからのネットワーク情報

の利用について検討する．

2. 課 題

無線リンク環境においては，基地局ハンドオーバや

フェージング，さらに在圏/圏外流動やチャネル切替

えなどの無線リンク特性の影響により，エンドツーエ

ンドで観測されるネットワーク状態の変化の度合いが

大きい．そのうえ，次の理由により効果的なレート制

御を施すことが難しい．

(1)有線ネットワークと比べて IMT-2000や PDC-P

などの無線ネットワークは RTTが最低でも数百ミリ

秒と大きいことが知られている17)．さらに，無線区間

上のデータリンクプロトコル ARQ（Automatic Re-

peat Request）により，電波状況の悪化にともなうパ

ケットエラーを再送により回復処理するため，無線区

間上のパケットロスが遅延時間の増大を引き起こす．

このように，クライアント–サーバ間の遅延時間が大

きく，従来のエンドツーエンド型のモニタリング・レ

ポート報告方式では状況変化に迅速に反応することが

できない．

(2)網の状況悪化の原因が特定できず，変化が一時的

なゆらぎか，継続的なものかの判別が難しいため，無

駄なレート制御や制御の発振になりかねない．

(3)エンドツーエンドで状況を測定する場合，途中の

ネットワークの状況を正確に把握できないため，状況

変化によるレート制御により別の因が発生し，かえっ

て制御が逆効果に働くといった制御の影響予測がつき

にくい．

(4)特に輻輳解除や電波状況の改善など，回復タイミ

ングをつかみにくく，試行的な方法に頼っている．

ここで，モバイルネットワーク状況の変動要因と，

サーバ・クライアント型のストリーミングシステムに

おいて状況認識・制御判断材料となるパラメータの対

応を表 1に示す．表中の，ネットワーク情報とは，経

路上に位置する中継ノードが保持する情報を示し，網

側からエンドシステムに対して供給される．また，エ

ンドツーエンド情報はエンドノードの受信トラヒック

のモニタリングなどにより取得される情報を示す．表 1

が示すように，ワイヤレスリンクにおける電波状況悪

化やトラヒック輻輳の際，エンドツーエンド型ではパ

ケットロスや遅延時間など画一的にしか把握できず，

要因の切り分けが困難である．さらに，モバイルネッ

トワーク環境において特徴的な在圏・圏外に関しても，
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表 1 ネットワーク状況変動要因
Table 1 Factors of various network status.

ネットワーク状況変
動要因

ネットワーク情報 エンドツーエンド
情報

在圏・圏外 在圏・圏外通知 転送パケット確認
応答未受信

帯域変動（チャネル
切り替え，ハンドオ
ーバ）

チャネルレート 受信レート

電波状況
悪化・改
善

ロスがバ
ースト

パケットロス率の
変化量，中継キュ
ー変化大

パケットロス率，
遅延時間，ネット
ワーク滞留量

ロスがラ
ンダム

パケットロス率

他トラヒック混雑・
輻輳

中継キュー使用量

エンドノードで転送パケットの確認応答の未受信タイ

ムアウトを起こして初めて状況変化を認識する．この

ように，エンドツーエンド型では変化の種別に応じた

迅速かつ効果的な制御が難しい．そこで本研究では，

上記の問題を解決するために，クライアントから受信

状況として報告されるエンドツーエンド情報と通信網

から取得するネットワーク情報を併用する．両者を組

み合わせ，または使い分けることにより，ストリーミ

ングサーバ側でより効果的なレート制御を実現する．

以下，3章で提案方式，4章で設計，5章で実装評価，

6章でまとめについて述べる．

3. 提 案 方 式

クライアントの受信レポートを用いたエンドツーエ

ンド型でネットワーク通信状況を推定する方法は誤差・

遅延が大きくなり，ネットワーク状況への適応性に問

題が生じる．このため，中継ノードから通信状況の情

報を取得し，送信側へ通知する方式を提案する．ここ

では，サーバ・クライアントで構成されるエンドツー

エンドに対し，網上の基地局やゲートウェイなどの装

置を総称して中継ノードとする．すなわち中継ノード

とは，エンドツーエンドの通信経路上に位置し，エン

ドノードに対してネットワーク状況を通知する．本中

継ノードが提供することを望まれる機能を以下に示す．

• ネットワークの状況悪化，改善などの変化を迅速
にエンドノードに通知すること．

• ネットワークの状態変化の要因をエンドノードが
推測し，問題の切り分けが図れるようにすること．

• エンドノードが施した制御の効果を，エンドが迅
速に計れるようにすること．

さらに，エンドツーエンド情報およびネットワーク

情報をストリーミング配信のレート制御に活用する

ため，サーバ側にはエンドツーエンドレート制御機能

とネットワーク情報活用制御機能を導入する．エンド

ツーエンドレート制御機能では，エンドのバッファ使

用率，受信数やパケットロス数，RTT値などのクラ

イアントからの受信レポートを元に，受信レートや遅

延時間，ネットワーク滞留量などを評価し，マルチメ

ディアコンテンツの符号化レート，ネットワークへの

送出レートの切替えを行う．たとえば，RTP通信であ

れば RTCPの RR（Receiver Report）などが本用途

に利用できる．一方，ネットワーク情報活用制御機能

では，チャネルレートやバッファ使用量など中継ノー

ドから供給されるネットワーク情報を加味したレート

制御を行う．これらの制御により，端末の移動にとも

ないネットワーク情報供給が受けられない網に移動し

た場合は，通常のエンドツーエンド型レート制御を行

い，網からの情報が取得できる場合にはネットワーク

情報活用型レート制御を用いてより迅速かつ正確な

QoS制御を施すことが可能となる．次節にその詳細に

ついて述べる．

3.1 中継情報とネットワーク情報エージェント

本方式では，エージェントという論理的な機能主体に

おいて，中継ノードからバッファ使用量，チャネルレー

トなどのネットワーク情報を SNMP（Simple Network

Management Protocol 15)）の MIB（Management

Information Base）情報として取得し，サーバへ通

知する16)．本エージェントは主に，移動通信状態を含

むネットワーク情報のインターネット側への提供機能

と，MIBなどを用いて取得されたネットワーク情報

の通信プロトコルごとの制御パケットへの変換機能に

大別される．それぞれを司るエージェントを図 1のよ

うにモバイルインターネットネットワーク環境に配置

する．

ネットワーク情報提供エージェントとネットワーク

情報プロトコル変換エージェントを分割した理由は，

2つのエージェントを分散配置できることにある．た

とえばネットワーク情報提供エージェントは基地局な

どの中継ノードに，ネットワーク情報プロトコル変換

エージェントは網間のゲートウェイ装置上に配置する．

このように分散配置することにより，プロトコル変換

エージェント側でセッション開始時にセッション情報

をいったん取得すれば，受信ノードの移動によりネッ

トワーク情報提供エージェントが変わっても，セッショ

ン終了までセッション情報を維持できる．そのために

は，ネットワーク情報プロトコル変換エージェントは

受信ノードとなる移動機とネットワーク情報提供エー

ジェントの対応付けを行えることを前提としている．
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図 1 ネットワーク情報提供/プロトコル変換エージェント
Fig. 1 Network information provision/protocol

translation agents.

表 2 ネットワーク情報
Table 2 Network information.

MIB情報
チャネルレート（kbps）
バッファ使用量（kbytes）

在圏，圏外
パケット送出レート（bps）
パケットロス率（%）

また，網内のネットワーク情報を網外のノードから直

接参照することは，セキュリティなどの点から難しく

なっており，このような場合にも網のゲートウェイな

どで必要十分な情報に加工して提供することもできる．

さらにネットワーク情報プロトコル変換エージェント

を，プロトコルプロキシと組み合わせることも考えら

れる．

• ネットワーク情報提供エージェント（例：SNMP

エージェント）

無線リンクの状態を示す情報（表 2）を MIB情報と

して定期的に取得し，プロトコル変換エージェントに

提供する．

• ネットワーク情報プロトコル変換エージェント
（例：RTCPエージェント）

サーバのQoS制御モジュールに対し中継ノードから取

得したネットワーク情報を統一的なインタフェースで

示すため，ネットワーク情報提供エージェントに定期

的に問合せを行い，取得したMIB情報をエンドツー

エンドのトランスポートプロトコル（例：RTCP）に

変換し，図 2 に示すようにサーバ側に制御パケット

として送信する．サーバでは，トランスポートプロト

コル制御部において，ネットワーク情報を含む制御パ

ケットを解釈し，サービス品質制御を行う．このよう

に，ネットワーク情報のプロトコル変換を行い，エン

図 2 エンドツーエンド情報とネットワーク情報
Fig. 2 End-to-end and network information.

ドツーエンド型の受信レポートと中継ノードのネット

ワーク情報の制御パケットフォーマットを共通化する

により，レート制御側となるサーバはエンドツーエン

ド型制御とネットワーク情報活用型制御との統合化を

行うことが可能になる．

3.2 中継情報活用機能（サーバ）

次に，サーバにおいて両情報を使って実現される機

能と処理シーケンスを示す．

(1)情報保持機能

トランスポートプロトコル制御パケットの受信にとも

ない，エンドツーエンド情報またはネットワーク情報

の両者を切り分けて保持する．さらに，たとえばエン

ドツーエンド情報の場合には，RTTや受信レートな

どについて現在値と過去 N秒間の平均値を保存する．

(2)情報判定機能

保持したエンドツーエンド/ネットワーク情報からレー

ト制御の判定を行う．ネットワーク情報受信時には，

ネットワーク情報のみ能動的に活用し，レートを判定

する．一方，エンドツーエンド情報受信時には，基本

的にはエンドツーエンド情報によりレート制御を行う

が，ネットワーク活用型レート制御の結果をふまえ，

制御の重複や発振を避けるためにネットワーク情報を

受動的に活用する．

(3)情報活用レート制御機能

判定結果に基づきレート増加，減少，在圏・圏外処理

を行う．本レート制御に関しては，共通の機能とする．

次に，図 3を用いてエンドツーエンド型およびネッ

トワーク情報受信時のレート制御処理シーケンスを

示す．

(1)エンドツーエンド型情報受信時のレート制御処理

シーケンス

(1.1) エンドツーエンド型情報（RTCP の RR）を

受信すると，エンドツーエンド情報として保持する
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図 3 エンドツーエンド情報およびネットワーク情報受信時のレー
ト制御処理シーケンス

Fig. 3 Sequences of rate control at reception of end-to-

end and network information.

（図 3：1，2，3）．

(1.2)エンドツーエンド情報活用型レート制御機能で

は，ネットワーク情報が保持されていたらネットワー

ク情報活用型判定機能において，レートの増加/減少

の可否判定を行う（4，5，6，7）．

(1.3)さらに，エンドツーエンド情報活用型判定機能

においてレート制御の判定を行う（8，9，10）．

(1.4)判定結果に基づき，共通レート制御機能におい

てレート・モードの増加・減少を実行する（11）．

(2)ネットワーク情報受信時のレート制御処理シーケ

ンス

(2.1)ネットワーク情報（RTCPの APP : BSTNタイ

プ）を受信すると，ネットワーク情報として保持する

（1，12，13）．

(2.2) ネットワーク情報活用型レート制御機能では，

ネットワーク情報活用型判定機能においてレート制御

の判定を行う（14，15，16）．

(2.3)判定結果に基づき，共通レート制御を行う（17）．

3.3 サーバでのレート制御

本節では，提案方式を用いたストリーミングサーバ

側での具体的なレート制御処理について述べる．まず，

基本となるレート制御のアルゴリズムについて述べ，

次に再送制御や在圏・圏外制御などレート制御と関連

する他の制御について述べる．

(1)基本レート制御

本方式のエンドツーエンド型レート制御では，エンド

ツーエンド情報を受信すると，現在のエンドツーエン

ドのネットワーク状態としての中継ノードのバッファ

量を算出する．さらにこの予測されたネットワーク状

態とあらかじめ設定した理想値との差分から次に転送

するパケットの送出レートを予測し，次に転送する符

号化レートを決定する．このバッファ理想値に関して

は，網全体を単一のネットワークバッファと見なし，

溢れず枯渇しない程度につねに一定量データが滞留

している状態にあり，チャネルレートの変動やエンド

ツーエンドの制御遅延をある程度吸収できることが望

まれる．

まず，サーバは通信中の RTT の最小値を RTTmin

として保持する．さらに，エンドツーエンド情報から

求められる受信レート Vr と中継ノードでのバッファ

内遅延時間（RTT − RTTmin）から，中継ノードに

おけるバッファ量 B を，

B = Vr × (RTT − RTTmin ) (1)

と予測する．これより，中継ノードのバッファ量が理

想値 Bexp に近づくように，次の 1秒間の送出レート

Vs1 を，

Vs1 = Vr − (B − Bexp) (2)

と決定する．

一方，ネットワーク情報活用型レート制御の場合

には，ネットワーク情報から中継ノードのバッファ量

Bcur と下りチャネルレートとしての Vr を取得する．

さらに，たとえばネットワーク情報が 1秒間隔でサー

バに通知されるとした場合，チャネルレート変化後最

大 1秒の遅れが考えられる．そこで，ネットワーク情

報受信時のバッファサイズ Bp は，ネットワーク情報

で通知されたバッファサイズ Bcur と過去 1秒間のバッ

ファへの流入データ量 Bin（送信データ量）とネット

ワーク情報から取得されるバッファからの流出データ

量 Bout から，

Bp = Bcur + Bin − Bout (3)

として補正を行う．本式を式 (2)に代入し，ネットワー

ク情報活用型レート制御では，次の 1秒間の送出レー

ト Vs2 を，

Vs2 = Vr − (Bp − Bexp) (4)

と決定する．

次に，上記のレート制御と深く関連し，かつモバイ

ルストリーミング配信に不可欠な他の制御について述

べる．サーバにおいて，まず上記の基本レート制御を

用いて送出レートを決定する．さらにその得られた送

出レートに基づき，クライアントのバッファ量が少な

ければ送出レートより符号化レートを低下させる（ク

ライアントバッファ枯渇回避），または再送制御によ

り送出レート中の再送レートの割合を決定するなどの

関連制御を行う．

(2)クライアントバッファ枯渇回避処理

クライアントは RTPパケットをあらかじめ一定時間

バッファリング後，復号化および再生を開始する．もし
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符号化レートとクライアントにおける受信レートがつ

ねに一致していれば，クライアントバッファは枯渇し

ない．しかしながら，特に帯域が低下し，符号化レー

トの方が受信レートより大きい状態がある程度続くと，

バッファは枯渇し再生が停止してしまう．そこで，こ

のような状態を回避するため，エンドツーエンド型で

クライアントからバッファ使用量を報告させ，閾値を

下回る場合，バッファがある程度溜まるまでサーバか

らの送出レートおよび符号化レートを基本レート制御

で決定した値よりも一定率増加させる．この報告する

バッファ使用量について我々は，バッファ内パケット

量ではサーバが実際に必要なバッファ消費時間が見積

もれないと判断した．なぜなら，バッファ内のパケッ

ト量が大きくてもパケットの符号化レートが大きけれ

ば，再生によりバッファが短時間で消費されバッファ枯

渇になりかねないからである．このため，クライアン

トバッファ中の最初と最後のパケットの再生時間を取

得し，サーバ側に通知することとした．このときさら

に，ネットワーク情報として中継キューの使用量が大

きいことが通知されると，サーバは基本レート制御で

決定した送出レートより一定率低下させた符号化レー

トのコンテンツを取得する．しかしながら，求めたコ

ンテンツを基本レート制御で決定した元の送出レート

で送信する．このようにネットワーク情報型では符号

化レートを低下させながら送出レートを維持すること

で，送出レートを一定に保ちながらクライアントバッ

ファを回復させることができる．したがって，クライ

アントバッファ枯渇と中継キューの溢れを防止するこ

とが可能となる．

(3)再送制御

本システムでは，無駄な再送の回避のため，エンドツー

エンド型でサーバ・クライアント間の RTTを考慮し

ながら再送可否判断をサーバ側で行っている．具体的

には，サーバは RTPで定義された測定方法により毎

秒RTTを測定し，クライアントから報告されるRTP

再生時刻と比較することにより，再送パケットが再生

時刻に間に合うかどうかを判断し，間に合う重要度の

高いパケットのみを再送している．このときさらに，

ネットワーク情報の中継キュー使用量をもとに，再送

パケット送出レートと通常のストリームの送出レート

の制御を行い，再送パケットによるネットワーク輻輳

を回避する．すなわち，ネットワーク情報により中継

バッファが少なければ基本レート制御で決定した送出

レートに再送パケットを加算して送出する．一方，中

継バッファが多くなっていれば通常の転送パケットと

再送パケットを合わせて基本レート制御で決定した送

出レート内に収まるよう，通常の転送量を低下させる．

(4)在圏・圏外処理

エンドツーエンド型での圏外流出のサーバ・クライア

ント側での認識は，RTCP/RTP未受信タイムアウト

による．このときは，サーバ・クライアント独立にセッ

ション一時停止状態に移行する．さらにクライアント

はデータリンクからの通知などにより圏内流入を検知

すると，サーバ側へ RTSPを用いて在圏通知を送信

し，サーバはセッションを再開する．しかし，このエ

ンドツーエンド型の在圏・圏外処理は RTCPパケッ

トの未受信をトリガとしているため，輻輳により中継

ノードで RTCPパケットが廃棄されたのか，圏外に

よるものかの区別が難しい．このため，RTCP未受信

タイムアウトのタイマ設定値が小さすぎると，ネット

ワーク輻輳時を圏外と誤認識し，セッションが途切れ

ることが予想される．一方，ネットワーク情報活用型

制御においては，中継ノードからの在圏，圏外通知に

よりサーバは在圏・圏外処理に入る．すなわち，圏外

流出時は現在のセッションの状態を保存して一時停止

状態に入り，圏内流入時は即座に続きからセッション

を再開する．

4. 設 計

提案方式を組み込んだ QoSシステムの構成図を図 4

に示す．本QoSシステムはWindows98/2000上で動

作し，MPEG4データ転送ストリームとその制御用コ

ネクションとの 2系統の通信を司る．

まず，各モジュールを説明する．図左がクライアン

ト，右がサーバ，下が中継ノードを示す．サーバは，

コンテンツ管理やユーザ情報の管理を行うアプリケー

図 4 モバイル QoSシステム設計図
Fig. 4 Designs of mobile QoS system.
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ションと，コンテンツファイルの読み込みや RTPパ

ケット転送を行うMPEG-4解析・レート制御・パケッ

ト送信モジュール，RTSPによりセッション制御を行

うセッションマネージャと RTCPによりレート判定な

どを行う QoSマネージャに分かれる．クライアント

は，ユーザインタフェースとなるアプリケーションと，

RTPパケットの受信・バッファリングやMPEG-4の

復号化モジュール，さらにパケットの受信状況をモニ

タリングするネットワークモニタ，クライアントバッ

ファの使用量をモニタリングするバッファモニタと，

監視結果を RTCPでサーバ側に通知するQoSマネー

ジャ，QoSマネージャに対しワイヤレスリンクの状態

を通知するデータリンクモニタ，サーバ側と RTSPの

交換を行うセッションマネージャから成る．移動通信

網の中継ノードには，SNMPエージェント機能となる

ネットワーク情報提供エージェントと，網上のセッショ

ン情報を取得し，セッションごとに SNMPエージェ

ントに問合せを行い結果をプロトコル変換するネット

ワーク情報プロトコル変換エージェントがある．

次に，ストリーミング通信の流れを示す．MPEG-4

ストリームの構成をサーバ・クライアント間で RTSP

を用いて交換後，ストリーミングを開始する．サー

バ側ではMPEG-4のコンテンツファイルを読み込み

(1)，映像と音声データを別々の RTP セッションと

してネットワークに送信する (2)．クライアント側で

は RTPパケットを受信すると受信バッファに格納す

る (3)．また，定期的に受信バッファからデータを取

り出し (4)，復号化して表示する (5)．再生中，停止

や解像度切替えなどのセッション制御はユーザインタ

フェースを介してセッションマネージャ間でやりとり

される (6)．一方，MPEG-4ストリーミングと並行し

て，ネットワークモニタは受信パケットの RTPヘッ

ダをモニタリングし (7)，受信状況を RRとしてサー

バ側へ応答する (8)．さらに受信バッファモニタは受信

バッファの RTPパケットタイムスタンプ情報を APP

（Application-defined RTCP packet）としてサーバ

側へ応答する (9)．サーバは，これらのエンドツーエ

ンド型ネットワーク情報を受信すると (10)，RRのパ

ケットロス率などの値からクライアントの受信レート

を算出し，結果により解像度に対するユーザの優先度

に応じた QoS制御を行う．これに加え，網内に存在

するネットワーク情報プロトコル変換エージェントは，

ネットワーク上のセッションをモニタリングし，サー

バ・クライアントそれぞれの IPアドレスやポート番

号などのセッション情報を取得する (11)．さらにネッ

トワーク情報提供エージェントから MIB情報を取得

する (12)と，あらかじめ保持するセッション情報を

元に RTCP制御パケットへの変換を行い，APPとし

てサーバへ応答する (13)．サーバは，このネットワー

ク情報を受信すると，バッファ占有率やチャネルレー

トなどの値からネットワーク情報活用型レート制御を

行う (14)．

5. 実 装 評 価

提案方式を試作開発中のモバイルQoSシステム上に

実装し，IMT-2000ネットワークシミュレータ装置17)

を介してサーバ—クライアント間でストリーミング配

信実験と評価を行った．評価条件を表 3に，実験構成

図を図 5にそれぞれ示す．特にネットワーク特性とな

る帯域変動については，第 3世代移動網である IMT-

2000パケットを対象としており，64，128，384 kbps

などの各チャネルレートが用意されているため，これ

らのレートを階段状に変化させるようにした．以下，

基本特性として平均パケットロス数，帯域変動追従性，

さらにレート制御以外の制御との関連性における評価

結果について述べる．

5.1 平均パケットロス数

帯域変化を施した場合の，ネットワーク情報活用型

レート制御とエンドツーエンド型レート制御のパケッ

トロス数の比較結果を表4に示す．さらに，中継のネッ

トワークシミュレータ装置においてはワイヤレスリン

ク上の PDUパケットエラー率を 0%，5%，10%とし

た．この測定条件の下で RTPの受信パケット数およ

表 3 評価条件
Table 3 Evaluation condition.

条件 値
チャネルレート 64，128，384 kbps

最大バッファ量 40 kbytes

パケットロス率 0，5，10%

図 5 実験環境構成図
Fig. 5 Experiment environment.
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表 4 帯域変化時のエンドツーエンド型およびネットワーク情報活
用型レート制御の平均パケットロス数/秒の比較

Table 4 Evaluation of the averaged number of packet loss

for end-to-end and network information using

rate controls.

測定条件 エンドツーエンド型 ネットワーク情報活用型
(kbps) 0% 5% 10% 0% 5% 10%

64 1.37 1.64 1.57 0.46 0.67 0.68

64-128 1.54 1.67 1.69 0.49 0.88 0.73

64-128-64 1.49 1.56 2.10 0.61 0.51 0.97

64-384 1.36 1.59 1.62 0.51 0.73 0.78

64-384-64 2.99 2.16 2.01 0.86 0.93 1.10

128 0.93 1.16 1.08 0.30 0.25 0.42

128-64 1.16 0.93 0.99 0.30 0.27 0.45

128-64-128 1.31 1.31 0.93 0.34 0.32 0.60

128-384 0.84 0.97 0.99 0.34 0.33 1.00

128-384-128 1.51 0.98 1.34 0.49 0.45 0.47

384 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.26

384-64 1.49 0.49 0.64 0.13 0.25 0.20

384-64-384 1.45 0.92 0.79 0.20 0.27 0.48

384-128 0.74 0.54 0.06 0.12 0.13 1.71

384-128-384☆ 0.68 0.18 0.00 0.02 0.08 0.13

びパケットロス数を観測し，測定時間で平均化した．

この結果，ほとんどの場合においてネットワーク情報

活用型の方がパケットロスが少ない．すべてのケース

を平均すると，ネットワーク情報活用型の平均パケッ

トロス数/秒は 0.47でエンドツーエンド型は 1.13で

あった．

帯域変動時，特に帯域が 384 kbps → 64 kbpsなど

低下したときにエンドツーエンド型とネットワーク情

報型のパケットロス数の差が大きくなる．これは，帯

域が低下した直後は中継ノードのキュー使用量が急

速に大きくなることによる．このとき，エンドツーエ

ンド型ではサーバからクライアントに送信される SR

（Sender Report）の応答としてクライアントからサー

バへ送られる RRにより RTTを測定し，中継ノード

滞留量を計っている．しかしながら，帯域が低下して

キュー使用量が増大したときには，この SRがクライ

アントになかなか届かず，その結果今回の測定では SR

が届かない 4ないし 5秒間の RTTは帯域が減少する

前の時点の RTTと同値に計算される．例を図 6に示

す．サーバが SR2を送信後，ネットワーク輻輳が発

生すると，クライアントでの SR2の到着が遅れ，そ

の前に RR2，RR3，RR4は SR1の送信時刻を指定

してクライアント側に送信されている．これらの情報

からクライアントは，輻輳前の SR1の下り遅延時間

と，RR2，RR3，RR4の輻輳していない上りの遅延

☆ A-B-Cとは，最初帯域を Akbpsで開始し 20秒後に Bkbps，
40秒後に Ckbpsに設定を変更したことを示す．

図 6 ネットワーク輻輳時の SRと RRの交信タイミング
Fig. 6 Exchanges of SR and RR at network congestion.

時間の和をRTTとするため，SR1-RR1間の遅延時間

の値と変わらず計算される．このため，エンドツーエ

ンド型では，帯域低下時のレート追従性が悪化し，パ

ケットロスを引き起こす．一方，ネットワーク情報活

用型では中継ノードからキュー使用量，チャネルレー

トが報告されるため，帯域低下時もキュー量増大によ

る RTTの測定不可能状態を，報告されるバッファ使

用量で修正できる．

また，エンドツーエンド型は特に帯域の小さい

64 kbpsの測定条件のときに，ネットワーク情報活用

型と比較してパケットロスが大きい．これは，レート

制御のアルゴリズムがバッファの理想値（Bexp）を

384 kbpsに合わせた固定値としているため，帯域が

小さいほど RTTが大きくなるためである．これから，

エンドツーエンド型では前述の理由と同様に，RTT

の測定不可能状態が長くなり，ネットワーク滞留量の

判断を誤ってパケットロスが生じるのに対し，ネット

ワーク情報活用型ではバッファ使用量でレート判断の

補正を行っている．

5.2 帯域変動への追従性

帯域使用率（受信レート/チャネルレート）の 80秒

間の平均値を表 5に示す．すべてのケースを平均する

と，ネットワーク情報活用型の帯域使用率は 69%でエ

ンドツーエンド型は 59%であった．このように，ネッ

トワーク情報型の方がエンドツーエンド型より帯域

使用率が高く，ネットワーク帯域を有効利用できてい

るといえる．この主な理由としては，エンドツーエン

ド型はバッファ使用量の変化のふれ幅が大きく，特に

帯域幅が急に増大したときや通常のレート制御により

RTTが増大して送出レートを低下させた後に中継バッ

ファ使用量の枯渇が見られる．しかし，ネットワーク
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表 5 帯域変化時のエンドツーエンド型およびネットワーク情報活
用型レート制御の帯域使用率（%）の比較

Table 5 Evaluation of the bandwidth usage for end-to-end

and network information using rate controls.

測定条件 エンドツーエンド型 ネットワーク情報活用型
(kbps) 0% 5% 10% 0% 5% 10%

64 57 51 45 56 49 90

64-128 61 58 50 66 60 53

64-128-64 62 56 50 65 59 54

64-384 74 50 45 78 73 71

64-384-64 69 57 47 74 68 60

128 65 64 59 72 66 64

128-64 65 58 51 66 58 55

128-64-128 67 62 55 72 69 60

128-384 75 55 46 78 72 69

128-384-128 72 56 53 79 77 68

384 80 57 53 82 75 68

384-64 83 56 50 81 74 65

384-64-384 74 52 45 76 71 62

384-128 78 62 57 81 74 61

384-128-384☆ 76 55 48 79 74 71

情報活用型ではこれらの制御判断のふれをバッファ使

用量で補正しているため，バッファ使用量の変化は小

さく，中継ノードのバッファが枯渇することはない．

もう 1 つの理由として，符号化レートの設定値に対

して実際の符号化レートはつねに変動している．その

ため，判断した送出レートと実際の送出レートに食い

違いが生じることがあり，このとき中継ノードのバッ

ファ量は一時的に低下する．このような状況でも，ネッ

トワーク情報活用型ではバッファ使用量低下の報告を

受信し，エンドツーエンド型よりも早く送出レートを

増大させるため，中継ノードのバッファ枯渇の回避と

なっている．

5.3 再送制御との関連性

次に再送制御との関連を調査するため，ワイヤレス

リンク上で中継キューが溢れてパケットロスした場合

と，インターネット側でランダムにパケットロスした

場合のロスパターンを発生させ，再送を行う実験を

行った．このようにロスパターンを 2 種類用意した

のは，同じキュー溢れの現象でもワイヤレスリンクと

インターネットなどの有線リンクとでは，網の特性が

異なるためである．具体的には，ワイヤレスリンクの

方は，リンク上のエラー率が高くなると ARQにより

RTTが長くなり，最終的にキュー溢れによるパケッ

トロスを起こす．一方，有線の場合にはワイヤレスリ

ンクと比較すると，RTTが伸びる前にすでにバッファ

溢れを起こしている．これらの 2ケースにおける再送

制御の効果を計った．

まず，無線リンク側のネットワーク帯域幅をストリー

ミング開始 20秒後に 384 → 64 kbpsに落とした場合

表 6 再送制御の効果の比較
Table 6 Evaluation of effects of retransmission controls.

ネットワーク情報 再送 全送信
パケット
数

パケット
ロス率
（受信）

パケット
ロス率
（表示）

ネットワーク型 有 1,236 0.0% 0.0%

エンドツーエンド型 有 1,352 11.9% 10.6%

エンドツーエンド型 無 1,507 7.5% 13.1%

の受信時のパケットロス率と再送後の表示直前で無効

となったパケット率を，ネットワーク情報活用型とエ

ンドツーエンド型とで比較した結果を表 6に示す．表

示時の無効パケットには，再送に間に合わなかったパ

ケットにMPEGの Iフレームがロスしたことによる

後続の Pフレームのパケット無効数も加算されてい

る．表 6が示すようにエンドツーエンド型で再送なし

の場合に，表示時のパケットロス率が受信時のパケッ

トロス率より大きい．これは Iフレームのロスによる

Pフレームのパケットの無効化による．しかし，エン

ドツーエンド型でも再送ありの場合には，Pフレーム

のパケットの無効化はあるものの再送で間に合ってい

るパケットもあり，その分受信時より表示時のパケッ

トロス率は小さくなっている．しかし，エンドツーエ

ンド型では再送しているにもかかわらずパケットロス

が発生している．これは，帯域が 64 kbpsに落ちたと

きにバッファ溢れが生じ，再送が行われたが RTTが

伸びているために一部の再送パケットが表示時間に間

に合わなかったことによる．さらに，再送した方が受

信時のパケットロス率が多くなっているのは，再送に

よりさらに中継バッファを圧迫したためである．

さらに図 7に，表示直前のパケットロス数をネット

ワーク情報ありなし/再送ありなしにおいて示す．パ

ケットロス数には，MPEGの Iフレームがロスした

ことによる後続の Pフレームのパケット無効数も加

算されている．グラフから，ネットワーク情報がない

エンドツーエンド型では 384 → 64 kbpsの輻輳時に

は再送ありなしの違い（図 7，中と下のグラフ）が見

られず，再送しているにもかかわらずパケットロス数

はほとんど変わらない．再生あり時の中継バッファ使

用量を図 8に示す．エンドツーエンド型レート制御で

は，64 kbpsに落とした 20秒から最大バッファ使用量

（あらかじめ 40 kbytes 指定）付近が続いている．こ

のため，輻輳時の再送パケットすらロスし，ベースと

なる基本レート制御がうまく機能しておらずバッファ

溢れが発生している場合には，再送制御の効果も得ら

れない．

次に，インターネットでのパケットロスを模擬する



634 情報処理学会論文誌 Mar. 2003

図 7 20秒時点で帯域変動（384 → 64 kbps）を行った場合の表
示直前のパケットロス数（上：ネットワーク情報あり再送あ
り，中：ネットワーク情報なし再送あり，下：ネットワーク情
報なし再送なし）

Fig. 7 The number of packet loss just before displaying

at the bandwidth change (up: with network infor-

mation and retransmission, middle: retransmission

without network information, down: without net-

work information nor retransmission).

ため，サーバ–エラー発生装置–IMT-2000ネットワー

クシミュレータ装置–クライアントという接続環境にお

いて，ネットワークシミュレータ装置の帯域は変動さ

せず（64 kbps一定），エラー発生装置においてパケッ

トをロスさせた場合のネットワーク情報活用型とエン

ドツーエンド型の再送制御の効果の比較を表 7 に示

す．エラー発生装置には，遅延 50msec，IPパケット

ロス発生率はポアソン分布で 5%を指定した．本比較結

図 8 中継キューバッファ使用量変化（20秒時点で
384 → 64 kbps）

Fig. 8 Usage of intermediate queue buffer (384 → 64 kbps

at 20 sec).

表 7 再送制御の効果の比較 (2)

Table 7 Evaluation of effects of retransmission controls

(2).

ネットワーク情報 再送 全送信
パケット
数

パケット
ロス率
（受信）

パケット
ロス率
（表示）

ネットワーク型 有 238 2.9% 0.0%

エンドツーエンド型 有 290 3.8% 4.1%

表 8 在圏・圏外制御時のパケットロス数
Table 8 The number of lost packets at in-range and out-

range controls.

ネットワーク情報 パケットロス数
ネットワーク型 58

エンドツーエンド型 258

果から，無線リンク側での帯域は一定でインターネッ

ト側でパケットロスが生じた場合にも，ネットワーク

情報活用型の方が再送制御がより効果的に機能してい

ることが分かる．この理由も前述のように，基本レー

ト制御により中継バッファの使用量が大きく変動して

おり，特に使用量が大きいときに再送すると，ますま

すバッファ使用量が増大し，ロスを助長させる結果と

なったためである．

5.4 在圏・圏外の評価

最後に，在圏・圏外制御時の効果を計るために，前

述の実験環境においてネットワークシミュレータ装置

で一時的にチャネルをダウンさせ，サーバ・クライア

ントで在圏・圏外制御時のパケットロス数を測定した．

実験では，セッション開始時は 384 kbpsの帯域設定

を行い，20秒後から 40秒後の 20秒間チャネルを一

時ダウンさせ，40秒後以降は 384 kbpsの帯域を回復

させた．その結果，表 8に示すようにネットワーク情

報活用型の方がエンドツーエンド型に比較してパケッ
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トロスが少なくなった．これは，エンドツーエンド型

では，サーバ側で圏外を検知するまでに RTCP未受

信タイムアウトが発生する 5秒間は無駄にパケットを

転送しているためである．しかしネットワーク情報活

用型では，SNMPエージェントへのネットワーク情

報の要求を 1秒間隔で行っているため，最大 1秒の検

出遅れと中継ノードからサーバまでの遅延時間の和分

の遅れで収まる．このため，クライアントの圏外流出

時にエンドツーエンド型の方がパケットロスが大きく

なる．

6. ま と め

本研究では，高速化する次世代移動通信網でのスト

リーミング配信サーバにおいて，エンドツーエンド型

の受信情報と網からのネットワーク情報の両者を総合

的に判断した効果的なレート制御方式を提案した．ま

た，提案方式をWindows上のモバイルQoSシステム

に組み込み実装した．IMT-2000ネットワークシミュ

レータ装置を用いた評価実験では，チャネルレート変

動時，エラー率設定時（0%，5%，10%）のそれぞれ

におけるパケットロス数，帯域使用率の点から，ネッ

トワーク情報活用型はエンドツーエンド型に比べて，

パケットロスを小さく抑えながらも帯域使用率が大き

くネットワーク資源の有効利用が図られていることが

分かった．さらに，再送制御や在圏・圏外制御などの

モバイルストリーミングシステムに不可欠な制御にお

いて，ネットワーク情報活用型と併用した方が効果が

高いことが明らかになった．今後は，IMT-2000から

無線 LANを含む新世代移動通信網における QoSプ

ロキシ方式などについて検討していく．

謝辞 無線データリンクシミュレータを提供してく

ださった NTTドコモマルチメディア研究所の稲村浩
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